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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第65期

第２四半期連結
累計期間

第66期
第２四半期連結
累計期間

第65期

会計期間
自平成25年４月１日
至平成25年９月30日

自平成26年４月１日
至平成26年９月30日

自平成25年４月１日
至平成26年３月31日

営業収益 （百万円） 659,300 683,771 1,309,343

経常利益 （百万円） 90,171 91,698 157,634

四半期（当期）純利益 （百万円） 81,940 80,323 166,251

四半期包括利益又は包括利益 （百万円） 87,693 87,443 176,277

純資産額 （百万円） 636,570 736,616 711,064

総資産額 （百万円） 1,261,457 1,400,000 1,340,168

１株当たり四半期（当期）純利

益金額
（円） 225.95 221.50 458.45

潜在株式調整後１株当たり四半

期（当期）純利益金額
（円） － － －

自己資本比率 （％） 49.0 51.1 51.5

営業活動によるキャッシュ・フ

ロー
（百万円） 138,319 141,741 247,941

投資活動によるキャッシュ・フ

ロー
（百万円） △73,391 △135,311 △131,237

財務活動によるキャッシュ・フ

ロー
（百万円） △57,085 △52,991 △61,912

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高
（百万円） 107,789 110,585 155,252

 

回次

第65期

第２四半期連結

会計期間

第66期

第２四半期連結

会計期間

会計期間
 自平成25年７月１日

 至平成25年９月30日

 自平成26年７月１日

 至平成26年９月30日

１株当たり四半期純利益金額 （円） 175.39 180.75

 

（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しており、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載しておりま

せん。

２．営業収益には、消費税及び地方消費税（以下、「消費税等」という）は含まれておりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額は、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

４．当社は、平成26年10月１日付で普通株式１株につき２株の割合をもって株式分割を行っております。第65期

の期首に当該株式分割が行われたと仮定し、１株当たり四半期（当期）純利益金額を算定しております。
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２【事業の内容】

当第２四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。また、主要な関係会社に異動はありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

投資者の投資判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項には、以下のようなものがあります。但し、これらは当社

グループに関する全てのリスクを網羅したものではなく、記載された事項以外の予見しがたいリスクも存在します。

また、本項においては、将来に関する事項が含まれておりますが、当該事項は平成26年9月30日現在において判断し

たものであります。定期航空運送事業及び不定期航空運送事業を中心とする当社グループの事業の内容に鑑み、当社

グループにおいては以下のようなリスクが存在しております。

 

①国際情勢の変化による影響に関わるリスク

当社グループは、米州・欧州・アジア大洋州・中国方面を中心に国際航空旅客及び貨物運送事業を展開しておりま

す。航空需要は、テロ攻撃や地域紛争、戦争、疫病の発生・蔓延により大幅に減少する可能性があります。特に紛争

発生地域や、感染症等の疫病の発生・蔓延地域に対する渡航自粛勧告が発せられる場合や、利用者の恐怖心等により

不要不急の渡航を回避する動きが顕著になる場合には、当該地域を離発着する当社グループの航空便の需要に深刻な

悪影響を及ぼす可能性があります。

 

②日本及び世界経済の動向に関わるリスク

当社グループの国際及び国内旅客事業は、共に日本市場に大きく依存しています。したがって、日本の経済動向及び

世界の経済情勢や日本の顧客基盤における航空需要の悪化、天災又は悪天候等により、当社グループの事業は悪影響

を受ける可能性があります。特に、国際旅客事業は景況に左右されやすい傾向にあります。

 

③中期計画・年次計画に関わるリスク

当社グループは、中期計画及び年次計画を策定しておりますが、これら経営計画の遂行には様々な内部的・外部的リ

スクが内在しています。また、当社グループのこれらの経営計画は多くの想定に基づいて作成されていますが、かか

る想定が予定通りとならない場合、当該計画における収益目標及び利益目標を達成できない可能性があります。ま

た、当社グループが策定する中期計画及び年次計画は、計画策定時点において有効な会計制度及び税制、並びにこれ

らの処理方法及び法的要件を前提として策定したものであり、将来、これらの制度、方法及び要件が変更された場合

には、計画で公表した将来に関する財務予測等に変更が生じる可能性があります。

 

④航空機導入計画に関わるリスク

当社グループは、航空運送事業において、燃費効率に優れた新型の中小型機を中心とした機材構成を指向し、ボーイ

ング社等の航空機メーカーに対して航空機を発注しておりますが、これらの航空機メーカーもしくは部品メーカーの

いずれかの技術上・財務上その他の理由により納期が遅延した場合、当社グループの中長期的な事業に影響を及ぼす

可能性があります。

 

⑤提携に関わるリスク

当社グループが属する航空業界においては、複数の航空会社による企業連合（グローバルアライアンス）の活用や、

提携相手と独占禁止法適用除外（ＡＴＩ）の認可を受けた国境を越えての共同事業を展開する動きが活発化しており

ます。当社グループは、アメリカン航空及びブリティッシュ・エアウェイズを中心とした「ワンワールド」というグ

ローバルアライアンスに加盟し、アジア太平洋路線においてアメリカン航空と、欧州路線においてはブリティッ

シュ・エアウェイズ、フィンエアーとの共同事業を展開しております。これら共同事業の相手企業や、ワンワールド

のメンバー企業の経営状況に変化が生じる場合、ワンワールドメンバーのワンワールドへの加盟状況に変化が生じた

場合、あるいは当社グループとの提携関係に大きな変化が生じた場合には、当社の提携戦略に影響を及ぼす可能性が

あります。

 

⑥競争に関わるリスク

当社グループは、国内及び海外において、路線、サービス及び料金に関して激しい競争に直面しています。国内線で

は、他の日本の大手航空会社、低コストの新規航空会社及び新幹線との激しい競争に直面しているほか、今後はLCC

との競争も一層激しくなるものと想定されます。国際線では、海外及び日本の主要航空会社との競争がさらに激化し

ており、羽田空港及び成田空港の拡張による発着枠の増加によって競争はさらに激化する可能性があり、それに加え

て海外及び日本の航空会社によって形成されるアライアンス及びコードシェア・マイレージ提携が、国際線における

競争を激化させています。現時点ではLCCによる影響は想定の範囲内に収まっておりますが、今後の内外のLCCとの更

なる競争激化が強い料金の引き下げ圧力をもたらす可能性があると共に、当社グループの航空便から同社を始めとす

るLCCへの旅客流出等が大きく発生した場合には、当社グループの対LCC戦略に影響を及ぼし、当社グループの経営及

び業績に影響を及ぼす可能性があります。こうした競争の激化により、現在の当社グループの競争環境や事業環境が

大幅に変化した場合、当社グループの経営に影響を及ぼす可能性があります。なお、当社は、これらの競争環境の変
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化に対応すべく、豪カンタスグループのジェットスター航空等と共に設立した日本国内線を運航するLCCである

ジェットスター・ジャパンへの出資を行っており、同社を持分法適用会社としております。

 

⑦コスト構造に関わるリスク

当社グループは、アジア各国の航空会社やLCCと比較した場合、運航コストに占める燃油費、人件費、機材費、公租

公課の割合が高いため、ユニットコスト（有効座席キロあたり費用）が高い状況にあります。そのため、経済状況に

即応したコスト削減の自由度に制約があり、需要の減少や航空券価格の下落が生じた場合、当社グループの業績に与

える影響が大きくなる可能性があります。

 

⑧航空機燃料の価格変動に関わるリスク

当社グループの業績は、燃油価格の変動により多大な影響を受けます。平成25年度の当社グループの燃油費は約

2,830億円でしたが、これは平成25年度の当社グループの連結の営業費用の25％程度に相当します。平成16年の夏以

降、燃油価格は高騰し、当社グループの業績に悪影響を与えております。その一方で、航空業界における競争が激し

いため、当社グループは、燃油価格の上昇分を、運賃の値上げ又は燃油特別付加運賃という形で当社グループの顧客

に全て転嫁することは困難です。また、当社グループは、燃油価格の変動リスクを軽減するため、原油又は航空機燃

料のコモディティ・デリバティブを利用したヘッジ取引等を行っておりますが、原油や航空機燃料価格が短期間で急

落した場合、ヘッジポジションの状況等によっては市況下落の効果を直ちに業績に反映することができず、当社グ

ループの業績の改善に寄与しない可能性があります。

 

⑨為替変動に関わるリスク

当社グループは、日本国外においても事業を展開しており、外貨建てにより、収益の一部を受領し費用の一部を支

払っています。特に当社グループにおける最大の費用である航空機燃料の価格の大宗は米ドルに連動した金額となる

ことから、当社グループにおいては米ドルの為替変動による影響は収益よりも費用が大きくなっております。これら

為替変動による収支変動を軽減する目的で、収入で得た外貨は外貨建ての支出に充当することを基本とし、加えてデ

リバティブ取引を行っております。

 

⑩災害に関わるリスク

当社グループの航空機の利用者の過半数は羽田空港及び成田空港を発着する航空機をご利用になっており、当社グ

ループの航空運送事業における羽田・成田両空港の位置付けは極めて重要です。また、当社グループの運航管理・予

約管理等、航空機の運航に重要な情報システムセンターは東京地区に設置されており、全世界の航空機の運航管理や

スケジュールを統制する「オペレーションコントロールセンター」も東京地区に設置しています。そのため、東京地

区に影響をおよぼす大規模な震災や火山の噴火等が発生した場合もしくは当該重要施設において火災やテロ攻撃等の

災害が発生し、羽田・成田両空港の長期間閉鎖や、当社グループの情報システムやオペレーション機能が長期間停止

した場合、当社グループの経営に重大な影響を及ぼす可能性があります。

 

⑪航空安全の信頼に関わるリスク

当社グループでは、航空機の運航の安全性の確保のため、日々様々な取組みを実施しておりますが、ひとたび航空機

墜落による死亡事故を発生させてしまった場合、当社グループの運航の安全性に対する顧客の信頼及び社会的評価が

失墜するだけでなく、死傷した旅客等への補償等に対応しなければならないことから、事業そのものの継続が極めて

困難な状況に陥る可能性があります。また、当社グループが運航する型式の航空機や当社のコードシェア便において

安全問題が発生した場合、当社グループの運航の安全性に対する顧客の信頼及び社会的評価が低下し、当社グループ

の業績に極めて深刻な影響を与える可能性があります。なお、航空事故に伴う各種損害の軽減、並びに被災者への確

実な賠償を行う目的で、現在業界水準と同程度の補償額・補償範囲の損害賠償保険に加入しております。

 

⑫法的規制に関わるリスク

当社グループの事業は、様々な側面において、国際的な規制並びに政府及び地方自治体レベルの法令及び規則に基づ

く規制に服しています。これらの規制の変化等により、当社グループの事業がさらに規制され、また、大幅な費用の

増加が必要となる可能性があります。

（イ）耐空性改善通報等

航空機の運航の安全性を著しく損なう技術的な問題が発生した場合、法令に基づき国土交通大臣から耐空性改善通報

等が発出され、安全性が確認されるまでは該当する航空機の運航が認められなくなる場合があります。また、法令に

基づく耐空性改善通報等が発出されない場合であっても、社内規程等に従い、自主的に該当する航空機の運航を見合

わせることがあります。当社が重点的に導入を進めているボーイング787型を含め、当社グループの航空機にこのよ

うな事態が発生した場合、当社グループの航空機の運航に支障が生じ、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性が

あります。

（ロ）航空運送事業に関わる法令等
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当社グループは、航空運送事業者として航空事業関連法令等の定めに基づき事業を行っております。また国際線にお

いては、二国間航空協定を含む条約その他の国際的取り極めに則った事業運営が求められております。さらに、航空

運送事業においては、運賃及び料金の設定につき、独占禁止法その他諸外国の類似の法令の制約を受ける場合があり

ます。

（ハ）環境規制等

近年、温暖化防止を始めとした地球環境に係わる企業の社会的責任が高まるなか、排出量、騒音、有害物質等に関す

る環境規制が強化されています。今後、国際航空分野での全世界的規模での経済的手法の導入、温室効果ガス排出へ

の課金等の環境規制のさらなる強化等が行われた場合、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。

（ニ）公租公課等

航空事業に関する公租公課等には、着陸料、航行援助施設利用料等があります。このうち、本邦の一部空港の着陸料

については、現在政府による軽減措置を受けておりますが、今後、各国政府の財政事情や運輸行政の方向性によって

は、これら着陸料の軽減措置の廃止や公租公課の大幅な値上げが行われる可能性は否定できません。このような場

合、当社グループの業績に影響を与える可能性があります。

 

 

⑬訴訟に関わるリスク

当社グループは事業活動に関して各種の訴訟に巻き込まれるおそれがあり、これらが当社グループの事業又は業績に

影響を及ぼす可能性があります。また、当社は以下の事象において訴訟の提起等を受けており、以下の事態の進展に

よっては、追加的な支出や引当金の計上により当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。

（イ）元従業員の雇用に関する件

国内においては、当社の元従業員により、労働契約上の地位の確認を求める訴訟が提起され、平成24年３月、東京地

裁において原告らの請求はすべて棄却されました。その後原告らは平成24年４月東京高裁に控訴しましたが、平成26

年６月に一審東京地裁の判断を維持する判決が言い渡されました。原告らはこれを不服として、同月最高裁に上告を

したため、本件は依然訴訟に係属中となっています。なお、国内では更に１件の労働訴訟が係争中である他、海外で

はブラジルにおいて、賃金/手当及び労働契約上の地位の確認に関する訴訟が複数提起されております。

（ロ）カルテルに関する件

航空貨物に関する価格カルテルを行ったと独禁当局より嫌疑をかけられている事案については、平成23年１月、当社

は欧州連合より受けた課徴金支払命令を不服とし、欧州裁判所にそれぞれ提訴いたしました。また、民事訴訟として

は、オランダ等において、荷主が航空貨物カルテルにより損害を受けたとして、当社を含む複数の航空会社を提訴し

ております。なお、これらについて、将来発生しうる損失の蓋然性と金額について合理的に見積もることが可能なも

のについては、将来発生しうる損失の見積額を引当金として計上しております。

 

⑭当社グループの第三者への依存に関わるリスク

当社グループの業務は、整備業者、空港職員、航空保安官、燃油取扱業者、手荷物取扱業者、民間警備会社等の第三

者の提供するサービスに一定程度依存しています。また、上記に加えて、当社グループは導入を計画している新造機

の大部分をボーイング社およびエアバス社等に発注しております。そのため、航空機メーカー各社が財政上その他の

理由により、当社との契約を履行できない場合には、当社グループの機材計画は大幅な変更を余儀なくされ、当社グ

ループの中長期的な事業に影響を及ぼす可能性があります。

 

⑮ＩＴ（情報システム）に関するリスク

当社グループは、当社グループの業務の多くを情報システムに依存しています。コンピュータ・プログラムの不具合

により当社グループの情報システムに様々な障害が生じる場合や、コンピュータ・ウィルス等により重要なデータが

喪失・漏えいした場合には、修復並びに補償等のために当社グループの費用が増加するなど、当社グループの経営に

影響を及ぼす可能性があります。また、情報システムを支える電力等のインフラに大規模な障害が発生した場合、当

社グループの業務に重大な支障をきたす可能性があります。

 

⑯資金調達に関わるリスク

当社グループは、機材更新を目的とした航空機の購入や客室改修及び基幹システムの刷新を実行しており、その資金

需要に応じる為に金融機関や市場からの資金調達を行う可能性があります。当社グループの資金調達能力や資金調達

コストについては、金融市場の動向や当社グループの信用力により変動する可能性があります。金融市場の動向や当

社グループの信用力が悪化した場合、また政府系金融機関等の制度変更が行われた場合には、資金調達が困難になり

流動性資金残高の低下や既存金融債務に関する利率を含む資金調達コストの上昇を招く可能性があります。

 

 

 

⑰顧客情報の取扱いに関するリスク
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当社グループが保有する顧客の個人情報が漏洩し、又は不正アクセスが行われた場合には、当社グループは損害賠償

義務や行政措置に服さなければならない可能性があります。このような事態が生じた場合には、当社グループの事

業、システム又はブランドに対する社会的評価が傷つけられ、顧客及び市場の信頼が低下して、当社グループの事

業、財政状態及び業績に影響を及ぼす可能性があります。

当第2四半期中に、顧客情報システムにアクセスできる当社パーソナルコンピューターの一部に悪意のあるプログラ

ムが仕込まれたことにより、一部顧客の個人情報が漏えいした可能性があることが判明したため、現在、調査を進め

ております。再発防止を目的としたセキュリティ強化策の実行などで想定を上回る費用が発生した場合、また、今後

の調査により、新たな事実が判明する場合、当社グループの事業、財政状態及び業績に影響を及ぼす可能性がありま

す。

 

⑱人材確保に関するリスク

当社グループの事業運営には、航空機の運航に関連して法律上要求される国家資格を始めとする各種の資格や技能を

有する人材の確保が必要ですが、当社グループの従業員がその業務に必要なこれらの資格や技能を取得するまでには

相応の期間を要することから、当社が想定する人員体制を必要な時期に確保できない場合には、当社グループの事業

運営が影響を受ける可能性があります。

 

⑲労働争議に関するリスク

当社グループの従業員の多くは労働組合に所属しておりますが、当社グループの従業員による集団的なストライキ等

の労働争議が発生した場合には、当社グループの航空機の運航が影響を受ける可能性があります。

 

 

 

 

２【経営上の重要な契約等】

 当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

 

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

 文中の将来に関する事項は、当第２四半期連結会計期間の末日現在において当社グループが判断したものでありま

す。

 

（１）業績の状況

　当第２四半期連結累計期間（平成26年４月１日～平成26年９月30日）（以下、「当第２四半期」）におけるわが

国経済は、景気は緩やかな回復基調が続いているものの、消費税率引上げに伴う駆け込み需要の反動の長期化等に

より、個人消費はこのところ足踏みが見受けられました。世界の景気は緩やかに回復しているものの、アメリカの

金融緩和縮小による影響、中国やその他新興国経済の状況、地政学的リスク等により、国内景気が下押しされる傾

向が見られました。当社の燃料調達コストに影響を与える米国ドルの為替レートについては、８月までは安定的に

推移しましたが、９月に入って急速に円安が進みました。当社はこのような経済状況のもと、平成26年３月26日に

発表しましたJALグループ中期経営計画ローリングプラン2014で掲げた目標を達成するべく、安全運航の堅持を基盤

としたうえで、経営の効率化を図り、お客さまに最高のサービスを提供できるよう努めました。

 

以上の結果、当第２四半期における営業収益は6,837億円（前年同期比3.7%増加）、営業費用は5,909億円（前年

同期比4.9%増加）となり、営業利益は928億円（前年同期比3.1%減少）、経常利益は916億円（前年同期比1.7%増

加）、四半期純利益は803億円（前年同期比2.0%減少）となりました。

 

＜航空運送事業セグメント＞

当第２四半期における航空運送事業セグメントの業績については、営業収益は6,093億円（前年同期比3.4%増

加）、営業利益は826億円（前年同期比4.1%減少）となりました。（営業収益及び営業利益はセグメント間連結消去

前数値です。）

 

詳細は以下のとおりであります。
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（国際線)

　項目

前第２四半期

(自 平成25年４月１日

 至 平成25年９月30日)

当第２四半期

(自 平成26年４月１日

 至 平成26年９月30日)

対前年同期比

（％）

（利用率は

 ポイント差）

旅客収入                 （百万円） 222,209 233,940 105.3%

有償旅客数                   （人） 3,847,675 3,895,416 101.2%

有償旅客キロ         （千人・キロ） 17,608,006 18,185,573 103.3%

有効座席キロ         （千席・キロ） 23,089,875 23,988,785 103.9%

有償座席利用率               （％） 76.3 75.8 △0.4

貨物収入                 （百万円） 26,291 28,827 109.6%

有償貨物トン・キロ （千トン・キロ） 743,334 848,040 114.1%

 

　国際線旅客においては、羽田・成田の２大ハブ機能の拡充により、収益基盤の充実を図りました。

　路線運営面では、羽田空港の国際線発着枠拡大に伴い、昼間時間帯に新たに羽田＝ロンドン、パリ、シンガポー

ル、バンコク線の運航を開始いたしました。加えて、深夜早朝時間帯を活用し、羽田＝ホーチミン線を開設しまし

た。これにより、国内線との乗り継ぎを活用した国内地方から海外、海外から国内地方への需要の獲得を強化しま

した。また、成田空港においては、成田＝ニューヨーク線、成田＝ジャカルタ線をそれぞれ週7便増便して週14便

とし、旺盛な北米＝アジア需要の取り込みを図りました。加えて、羽田空港の暫定国際チャーター枠を活用し、イ

タリア（ローマ、ミラノ）への直行チャーター便を運航しました。このように、多種多様化する需要を的確に捉

え、ネットワークの充実を図り、お客さまの利便性向上に努めております。

　営業面では、昨年度から続く旺盛な訪日需要の獲得に取り込んでおります。海外地区においても販売強化を図っ

ており、その一環として海外地区JALホームページを充実させ、魅力・利便性の向上を図りました。具体的には、

訪日外国人向け情報案内サイト「Guide to Japan」をリニューアルすることによって、日本の魅力を分かりやすく

紹介しています。また、ホテル予約についても提携社を増やし、レンタカーの予約も可能となりました。加えて、

JAL便利用のお客さまにはNTT東日本が提供する無料Wi-FiサービスのIDとパスワードを事前にオンラインで取得で

きるようになりました。このように世界中のお客さまに日本での滞在をより便利に、快適にお過ごしいただき、一

人でも多くの海外のお客さまを日本にお迎えするために様々な挑戦を続けていきます。

　商品面では、ビジネスクラスは全席通路アクセスのフルフラット仕様、エコノミークラスは足元スペースを最大

約10cm広げた「新・間隔エコノミー」を装着した「SKY SUITE(スカイスイート)」機材の導入を拡大し、お客さま

への認知拡大を図りました。ボーイング777-300ERについては全13機にて、羽田＝ロンドン・パリ線、成田＝

ニューヨーク、ロサンゼルス、シカゴ、フランクフルト、ジャカルタ(JL725/726)線に、ボーイング767-300ERにつ

いては9機の機材改修を終え、クアラルンプール、シンガポール、バンコク、大連等アジア路線を中心に運航して

おります。機内でインターネットがご利用いただける「JAL SKY Wi-Fi」については、上記777-300ERの路線に導入

しております。また、羽田空港国際線の拡張にあわせて、新しいサクララウンジをオープンしました。「モダン

ジャパニーズ」というコンセプトのもと、桜や日本の伝統工芸品など和の素材を用い、JALならではの「日本のこ

ころ」「日本のおもてなし」を、ラウンジで表現いたしました。このサクララウンジは、空間をうまく利用した国

際的なラウンジとして2014年度「グッドデザイン賞」（主催：公益財団法人日本デザイン振興会）を受賞いたしま

した。平成26年8月29日にはサクララウンジに続いて、羽田空港国際線JALファーストクラスラウンジがリニューア

ルオープンし、鉄板を使ったお食事ライブサービスや靴磨きなど、お客さま一人ひとりにきめ細やかなサービスを

ご提供し、おもてなしの頂点を目指します。一方、成田空港国際線JALファーストクラスラウンジにおいても職人

がお客さまの目の前でサービスする「握り寿司」の提供を開始いたしました。機内食においては、「日本の素晴ら

しさ」を発信していく地域活性化プロジェクト、「JAPAN　PROJECT」の一環として、一部の国際線ビジネスクラス

にて、7月は沖縄、8月は北海道、9月は新潟をテーマとして「ご当地御膳」をご提供いたしました。

　今後もお客さまの利便性向上に加えて新鮮な感動をお届けできるよう、新しいチャレンジを続けてまいります。

　以上の結果、旺盛な海外発需要、日本発ビジネス需要に支えられ、当第２四半期の国際線供給は有効座席キロ

ベースで前年同期比3.9％の増加、需要は有償旅客キロベースで前年同期比3.3%の増加となり、有償座席利用率

（L/F）は75.8%（前年同期比0.4ポイント低下）、国際旅客収入は2,339億円（前年同期比5.3%増加）となりまし

た。

　国際線貨物においては、特に北米向け需要が伸びる中、日本発自動車関連需要などを積極的に取り込んだ他、レ

ベニューマネジメントを強化し生鮮品など三国間の経由貨物も効率的に取り組むことで収入の極大化に努めまし

た。営業面では発着便が増加した羽田空港の体制を強化し、内際接続輸送サービス（J-LINK)の拡充に努めるとと
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もに、需要が見込める路線ではリスクを最小化した上でエアラインチャーター制度を活用して他社機材による輸送

も実施してまいりました。上記の結果、当第２四半期の輸送実績については有償貨物トン・キロベースで前年同期

比14.1%の増加となり、収入については前年同期比9.6%増加の288億円となりました。

　国際線郵便においては堅調な伸びを見せている個人通販の需要を取り込んだことにより前年同期を着実に上回る

需要を確保いたしました。当第２四半期の輸送実績については郵便トン・キロベースで前年同期比7.6%の増加とな

り、収入については前年同期比20.6%増加の47億円となりました。

 

EDINET提出書類

日本航空株式会社(E04272)

四半期報告書

 9/33



 

 (国内線)

　項目

前第２四半期

(自 平成25年４月１日

 至 平成25年９月30日)

当第２四半期

(自 平成26年４月１日

 至 平成26年９月30日)

対前年同期比

（％）

（利用率は

 ポイント差）

旅客収入               （百万円） 251,710 248,192 98.6%

有償旅客数                 （人） 15,784,298 15,952,535 101.1%

有償旅客キロ       （千人・キロ） 11,999,957 12,138,603 101.2%

有効座席キロ       （千席・キロ） 19,229,546 18,490,327 96.2%

有償座席利用率             （％） 62.4 65.6 3.2

貨物収入               （百万円） 12,671 12,321 97.2%

有償貨物トン・キロ（千トン・キロ） 182,852 177,149 96.9%

 

　国内線旅客においては、需要喚起策の実施により、収入の極大化を図りました。

　路線運営面では、羽田＝伊丹、関西、那覇、岡山線などの路線に加えて、地方自治体と航空会社が共同で地方路

線の充実を図る「コンテスト枠」により、羽田＝山形線を増便いたしました。また伊丹＝那覇線など需要の見込ま

れる路線において増便を実施し、お客さまのさらなる利便性向上を図りました。

　機内サービス面では、国内線新仕様機材「JAL SKY NEXT（JALスカイネクスト）」の運航を開始しました。座席

には本革を使用することにより上質感を演出するとともに、普通席においてはシートのスリム化によって足元ス

ペース（ひざ回り）を現行座席から最大５センチ拡大し、居住性と快適性の向上を実現しました。また機内照明の

LED化により、フライト中の時間や季節に応じた機内照明環境を演出し、時間とともに移ろう自然のリズムを通じ

て、くつろぎと日本らしさを感じて頂けるようになりました。さらには、日本の国内線では初となる機内インター

ネットサービス「JAL SKY Wi-Fi」を展開し、お客さまのスマートフォン、パソコンなどから、機内エンターテイ

ンメントのご利用やインターネット接続が可能となりました。機内インテリアのトータルコーディネートにより上

質な空間づくりを追求し、機内サービスのさらなる品質向上に努め、多くのお客さまから大変ご好評いただいてお

ります。なお「JAL SKY NEXT」は2014年度グッドデザイン・ベスト100（主催：公益財団法人日本デザイン振興

会）を受賞しました。

　営業面では、中期経営計画における為替や燃油市況など中長期的な見通しから、自助努力でまかないきれない部

分を７月４日搭乗分以降より一部運賃・料金の値上げにて対応させていただきました。また羽田空港の国際線発着

枠の拡大に伴い、増加する国内地方から海外への乗り継ぎ需要や訪日外国人旅行者の国内線乗り継ぎ需要に対して

積極的な誘導を行いました。急速に普及が進むモバイル端末向けのサービスにおいては、ご予約・ご購入から旅の

情報収集まで操作できるタブレット端末専用アプリ「JAL Flight Navi」の提供を開始するなど新たなサービスの

提供・機能向上を行い、8月にはスマートフォン向けアプリの累計ダウンロード数が200万件を突破しました。

　以上の結果、当第２四半期の国内線供給は有効座席キロベースで前年同期比3.8%の減少、需要は有償旅客キロ

ベースで前年同期比1.2%の増加となり、有償座席利用率（L/F）は65.6%（前年同期比3.2ポイント上昇）、国内旅

客収入は2,481億円（前年同期比1.4%減少）となりました。

 

　国内線貨物においては消費税率引き上げ前の需要増が年度初めまで続いたことやトラック不足による陸送から航

空への移転により需要が一時増加し、また夏場には旺盛な生鮮品貨物を取り込みましたが、当社の供給量の減少に

より、当第２四半期の輸送実績については有償貨物トン・キロベースで前年同期比3.1%減少となり、収入について

は前年同期比2.8%減少の123億円となりました。

 

EDINET提出書類

日本航空株式会社(E04272)

四半期報告書

10/33



航空運送事業セグメントの部門別売上高は次のとおりであります。

科目
前第２四半期

（自 平成25年４月１日
至 平成25年９月30日）

構成比
(％)

当第２四半期
（自 平成26年４月１日
至 平成26年９月30日）

構成比
(％)

対前年
同期比
(％)

国際線      

旅客収入   （百万円） 222,209 37.7 233,940 38.4 105.3

貨物収入   （百万円） 26,291 4.5 28,827 4.7 109.6

郵便収入   （百万円） 3,970 0.7 4,787 0.8 120.6

手荷物収入 （百万円） 302 0.1 337 0.1 111.6

小計     （百万円） 252,774 42.9 267,893 44.0 106.0

国内線      

旅客収入   （百万円） 251,710 42.7 248,192 40.7 98.6

貨物収入   （百万円） 12,671 2.2 12,321 2.0 97.2

郵便収入   （百万円） 1,555 0.3 1,596 0.3 102.7

手荷物収入 （百万円） 132 0.0 139 0.0 105.0

小計     （百万円） 266,070 45.2 262,250 43.0 98.6

国際線・国内線合計

             （百万円）
518,844 88.1 530,143 87.0 102.2

その他の収入

             （百万円）
70,211 11.9 79,201 13.0 112.8

合計     （百万円） 589,056 100.0 609,344 100.0 103.4

 （注） 金額については切捨処理、比率については四捨五入処理しております。
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連結輸送実績は次のとおりであります。

項目
前第２四半期

（自　平成25年４月１日
至　平成25年９月30日）

当第２四半期
（自　平成26年４月１日
至　平成26年９月30日）

対前年同期比
(利用率は
ポイント差)

国際線     

有償旅客数 （人） 3,847,675 3,895,416 101.2%

有償旅客キロ （千人・キロ） 17,608,006 18,185,573 103.3%

有効座席キロ （千席・キロ） 23,089,875 23,988,785 103.9%

有償座席利用率 （％） 76.3 75.8 △0.4

有償貨物トン・キロ （千トン・キロ） 743,334 848,040 114.1%

郵便トン・キロ （千トン・キロ） 97,201 104,565 107.6%

国内線     

有償旅客数 （人） 15,784,298 15,952,535 101.1%

有償旅客キロ （千人・キロ） 11,999,957 12,138,603 101.2%

有効座席キロ （千席・キロ） 19,229,546 18,490,327 96.2%

有償座席利用率 （％） 62.4 65.6 3.2

有償貨物トン・キロ （千トン・キロ） 182,852 177,149 96.9%

郵便トン・キロ （千トン・キロ） 10,904 11,309 103.7%

合計     

有償旅客数 （人） 19,631,973 19,847,951 101.1%

有償旅客キロ （千人・キロ） 29,607,964 30,324,176 102.4%

有効座席キロ （千席・キロ） 42,319,422 42,479,112 100.4%

有償座席利用率 （％） 70.0 71.4 1.4

有償貨物トン・キロ （千トン・キロ） 926,187 1,025,189 110.7%

郵便トン・キロ （千トン・キロ） 108,105 115,874 107.2%

（注）１.旅客キロは、各区間有償旅客数（人）に当該区間距離（キロ）を乗じたものであり、座席キロは、

        各区間有効座席数（席）に当該区間距離（キロ）を乗じたものであります。輸送量（トン・キロ）

        は、各区間輸送量（トン）に当該区間距離（キロ）を乗じたものであります。

     ２.区間距離は、IATA(国際航空運送協会）、ICAO(国際民間航空機構）の統計資料に準じた算出基準の

        大圏距離方式で算出しております。

     ３.国際線：日本航空㈱

        国内線：日本航空㈱、日本トランスオーシャン航空㈱、㈱ジャルエクスプレス、

                日本エアコミューター㈱、㈱ジェイエア、琉球エアーコミューター㈱

           ４.数字については切捨処理、比率については四捨五入処理しております。
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＜その他＞

　その他の事業においては、グループ企業価値の最大化を図ると共に、利益率向上に努めました。その他の事業に

おける主要２社の概況は以下のとおりであります。

　株式会社ジャルパックは、平成26年「JALパック」ブランド誕生50周年を迎えました。これを記念し、安心で高

品質そして個性豊かな50周年限定の特別企画ツアーを展開し、数多くのお客さまにご参加頂きました。海外旅行の

取扱人数は、円安による販売価格の上昇やタイなど一部アジア諸国の情勢不安により、前年を5.7%下回る14万3千

人となりました。国内旅行の取扱人数は、予約受付期限を出発日10日前から７日前までに延長したことによる間際

需要の取り込みにより、前年を7.7%上回る116万5千人となりました。以上の結果、営業収益（連結消去前）は912

億円（前年同期比2.7%増加）となりました。

　株式会社ジャルカードは、空港やインターネット経路での会員獲得活動に精力的に取り組むとともに、最上位

カード「プラチナカード」の新商品である「JAL・JCBカード　プラチナ」をこの４月に新たに発行し、また、学生

向けカードである「JALカードnavi」の会員数拡大にも努めた結果、会員数は平成26年３月末より７万人強増え

て、299万人となりました。取扱高については、消費税率引き上げによる消費落ち込み懸念や、夏場の天候不順な

どのマイナス要因があったものの、消費動向はおおむね堅調に推移したことに加え、利用促進キャンペーンの実施

や会員向けイベントの実施などの会員サービス向上に努めたことにより、好調に推移しました。以上の結果、営業

収益（連結消去前）は98億円（前年同期比8.2%増加）となりました。

 

 

（２）財政状態

   資産、負債および純資産の状況

　当第２四半期末の総資産は、現金及び預金など流動資産が前期末比274億円増加し、また、航空機前払金の支

払いなどにより固定資産が前期末比323億円増加したため、合計では前期末比598億円増加の１兆4,000億円とな

りました。

　負債は、退職給付に係る負債や前受金の増加を主因に、前期末比342億円増加の6,633億円となりました。

　純資産は、退職給付に関する会計基準等の改正に伴う影響や配当金の支払いなど減少要因はありましたが、四

半期純利益の計上を主因として、前期末比255億円増加の7,366億円となりました。

　詳細は、「第４経理の状況 １四半期連結財務諸表 （１）四半期連結貸借対照表」をご覧ください。

 

（３）キャッシュ・フローの状況

   （営業活動によるキャッシュ・フロー）

　税金等調整前四半期純利益918億円に減価償却費等の非資金項目、営業活動に係る債権・債務の加減算等を

行った結果、営業活動によるキャッシュ・フロー（インフロー）は1,417億円（前年同期比34億円の増加）とな

りました。

 

   （投資活動によるキャッシュ・フロー）

　固定資産の取得や定期預金の預け入れによる支出を主因として、投資活動によるキャッシュ・フロー（アウト

フロー）は△1,353億円（前年同期比619億円の増加）となりました。

 

   （財務活動によるキャッシュ・フロー）

　配当金の支払いや有利子負債の返済により、財務活動によるキャッシュ・フロー（アウトフロー）は△529億

円（前年同期比40億円の減少）となりました。

 

　以上の結果、当第２四半期末の現金及び現金同等物の残高は、前期末比446億円減少の1,105億円となりまし

た。

 

（４）事業上及び財務上の対処すべき課題

当第２四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

 

（５）研究開発活動

「研究開発費等に係る会計基準」に合致する研究開発費を発生させる活動はありません。
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（６）主要な設備

 当第２四半期連結累計期間において主要な設備の新設、休止、大規模改修、除却、売却等による著しい変動が

あったものは、次のとおりであります。

 

① 航空機

  当第２四半期連結累計期間においての異動は、以下のとおりです。

会社名 機種 機数（機） 異動年月・事由

提出会社

 ボーイング777型 1  平成26年６月売却

 ボーイング767型 4

 平成26年４月購入

 平成26年６月購入

 平成26年８月購入

 平成26年８月売却

日本トランスオーシャン航空

株式会社
 ボーイング737-400型 1  平成26年５月売却

日本エアコミューター株式会

社
 SAAB340B型 1  平成26年９月購入
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

① 株式の総数

種類 発行可能株式総数（株）

普 通 株 式 350,000,000

第 １ 種 優 先 株 式 12,500,000

第 ２ 種 優 先 株 式 12,500,000

第 ３ 種 優 先 株 式 12,500,000

第 ４ 種 優 先 株 式 12,500,000

計 400,000,000

（注）1.当社定款第６条に次のように規定しております。

       「当会社の発行可能株式総数は、４億株とし、各種類の株式の発行可能種類株式総数は、次のとおりとする。

普通株式       3億5000万株

第１種優先株式    1250万株

第２種優先株式    1250万株

第３種優先株式    1250万株

第４種優先株式    1250万株」

 

2.平成26年１月31日及び４月30日開催の取締役会、並びに平成26年6月18日開催の第65期定時株主総会における

決議に基づき、平成26年10月１日付で普通株式１株につき２株の割合をもって行う株式分割とこれに伴う定款

変更が行われ、発行可能株式総数は普通株式が３億5,000万株増加し、７億5,000万株（内普通株式７億株）と

なっております。

 

② 発行済株式

種類
第２四半期会計期間末
現在発行数（株）

（平成26年９月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成26年11月４日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 181,352,000 362,704,000
東京証券取引所

市場第一部

完全議決権株式で

あり且つ、権利内

容に何ら限定のな

い当社の標準とな

る株式でありま

す。単元株式数は

100株であります。

計 181,352,000 362,704,000 － －

（注）平成26年10月１日付で普通株式１株につき２株の割合をもって株式分割を行っております。これにより発行済株式

総数は181,352,000株増加し、362,704,000株となっております。

 

 

（２）【新株予約権等の状況】

 該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

 該当事項はありません。

 

（４）【ライツプランの内容】

 該当事項はありません。
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（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（千株）

発行済株式
総数残高
（千株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金
増減額

（百万円）

資本準備金
残高

（百万円）

平成26年７月１日～

平成26年９月30日
- 181,352 - 181,352 - 174,493

（注）平成26年10月１日付で普通株式１株につき２株の割合をもって株式分割を行っております。これにより発行済株式

総数は181,352,000株増加し、362,704,000株となっております。
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（６）【大株主の状況】

  平成26年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

日本トラスティ・サービス信託

銀行株式会社（信託口）
東京都中央区晴海１丁目８-11 9,005,800 4.96

日本マスタートラスト信託銀行

株式会社（信託口）
東京都港区浜松町２丁目11番３号 8,893,700 4.90

STATE STREET BANK AND TRUST

COMPANY

(常任代理人　香港上海銀行東

京支店)

ONE LINCOLN STREET, BOSTON MA USA

02111

（東京都中央区日本橋３丁目11-１）

4,688,500 2.58

MSCO CUSTOMER SECURITIES

(常任代理人 モルガン・スタ

ンレーMUFG証券株式会社)

1585 BROADWAY NEW YORK,NEW YORK 10036,

U.S.A.

(東京都千代田区大手町１丁目９-７

大手町フィナンシャルシティサウスタ

ワー)

3,836,100 2.11

京セラ株式会社 京都市伏見区竹田鳥羽殿町６番地 3,819,200 2.10

モルガン・スタンレーMUFG証券

株式会社

東京都千代田区大手町１丁目９番７号

大手町フィナンシャルシティサウスタワー
3,364,668 1.85

株式会社大和証券グループ本社 東京都千代田区丸の内１丁目９-１ 2,500,000 1.37

GOLDMAN,SACHS ＆ CO.REG

(常任代理人 ゴールドマン・

サックス証券株式会社)

200 WEST STREET NEW YORK,NY,USA

(東京都港区六本木６丁目10番１号 六本木

ヒルズ森タワー)

2,239,600 1.23

THE BANK OF NEW YORK, NON-

TREATY JASDEC ACCOUNT

(常任代理人　株式会社三菱東

京UFJ銀行)

GLOBAL CUSTODY,32ND FLOOR ONE WALL

STREET,NEW YORK NY 10286,U.S.A

(東京都千代田区丸の内２丁目７-１　決済

事業部)

1,923,200 1.06

日本トラスティ・サービス信託

銀行株式会社（信託口６）
東京都中央区晴海１丁目８-11 1,777,300 0.98

計 － 42,048,068 23.18

(注)１．上記株主の所有株式数には、信託業務または株式保管業務に係る株式数が含まれている場合があります。

２．当社が航空法および定款に基づき株主名簿への記録を拒否した株式（外国人等持株調整株式）は60,455,648株

であります。

３．ブラックロック・ジャパン株式会社およびその共同保有者から、平成26年５月８日付で提出された大量保有報

告書により、平成26年４月30日現在で以下のとおり株式を保有している旨の報告を受けておりますが、当社と

して当第２四半期会計期間末現在における実質所有株式の確認ができませんので、上記大株主の状況には含め

ておりません。

氏   名   又   は   名   称
保有株券等の数

（株）

株券保有割合

（％）

ブラックロック・ジャパン株式会社 1,859,300 1.03

ブラックロック・アドバイザーズ・エルエルシー(BlackRock Advisers, LLC) 3,795,340 2.09

ブラックロック・インベストメント・マネジメント・エルエルシー(BlackRock

Investment Management LLC)
220,898 0.12

ブラックロック(ルクセンブルグ)エス・エー(BlackRock(Luxembourg)S.A.) 706,200 0.39

ブラックロック・アセット・マネジメント・アイルランド・リミテッド

(BlackRock Asset Management Ireland Limited)
281,014 0.15

ブラックロック・ファンド・アドバイザーズ(BlackRock Fund Advisors) 856,169 0.47

ブラックロック・インスティテューショナル・トラスト・カンパニー、エヌ.

エイ.(BlackRock Institutional Trust Company,N.A.)
1,405,268 0.77
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氏   名   又   は   名   称
保有株券等の数

（株）

株券保有割合

（％）

合   計 9,124,189 5.03

４．JPモルガン・アセット・マネジメント株式会社およびその共同保有者から、平成26年６月５日付で提出された

大量保有報告書により、平成26年５月30日現在で以下のとおり株式を保有している旨の報告を受けております

が、当社として当第２四半期会計期間末現在における実質所有株式の確認ができませんので、上記大株主の状

況には含めておりません。

氏   名   又   は   名   称
保有株券等の数

（株）

株券保有割合

（％）

JPモルガン・アセット・マネジメント株式会社 1,854,400 1.02

ジェー・ピー・モルガン・アセット・マネジメント(ユーケー)リミテッド

（JPMorgan Asset Management(UK)Limited）
2,191,600 1.21

ジェー・ピー・モルガン・インベストメント・マネージメント・インク

(J.P.Morgan Investment Management Inc.)
3,468,700 1.91

ジェー・ピー・モルガン・チェース・バンク・ナショナル・アソシエーション 653,900 0.36

ジェー・ピー・モルガン・クリアリング・コーポレーション(J.P.Morgan

Clearing Corp.)
1,170,423.5 0.65

合   計 9,339,023.5 5.15

 

EDINET提出書類

日本航空株式会社(E04272)

四半期報告書

18/33



（７）【議決権の状況】

①発行済株式

平成26年９月30日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

 

完全議決権株式（自己株式等）

 

（相互保有株式）

普通株式     15,300
－ －

完全議決権株式（その他） 普通株式 181,325,500 1,208,699

完全議決権株式であり且

つ、権利内容に何ら限定

のない当社の標準となる

株式であり、単元株式数

は100株であります。

単元未満株式 普通株式     11,200 － －

発行済株式総数      181,352,000 － －

総株主の議決権 － 1,208,699 －

(注)１．平成26年10月１日付で普通株式１株につき２株の割合をもって株式分割を行っております。これにより発行済株

式総数は181,352,000株増加し、362,704,000株となっております。

２．「完全議決権株式（その他）」の「株式数（株）」欄には、当社が航空法および定款に基づき株主名簿への記録

を拒否した株式（外国人等持株調整株式）60,455,600株が含まれております。

３．「単元未満株式」の「株式数（株）」欄には、同外国人等持株調整株式48株、当社所有の自己株式40株が含まれ

ております。

４．「完全議決権株式（その他）」の「議決権の数（個）」欄には同外国人持株調整株式に係わる議決権の数

604,556個は含まれておりません。

 

②自己株式等

 平成26年９月30日現在
 

所有者の氏名又は名称 所有者の住所

自己名義所

有株式数

（株）

他人名義所

有株式数

（株）

所有株式数

の合計

（株）

発行済株式

総数に対す

る所有株式

数の割合

（％）

（相互保有株式）

株式会社エージーピー
東京都大田区羽田空港１丁目７番１号 15,000 － 15,000 0.00

（相互保有株式）

岩手県空港ターミナルビ

ル株式会社

岩手県花巻市東宮野目第２地割53番地 300 － 300 0.00

計 － 15,300 － 15,300 0.00
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２【役員の状況】

　前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期累計期間における役員の異動はありません。

 

（執行役員の状況）

　前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期累計期間における執行役員の異動は、次のとおりであります。

 

①   退任執行役員

役名 職名 氏名 退任年月日

執行役員 　日本トランスオーシャン航空株式会社

　代表取締役社長

佐藤　学 2014年6月24日

 

②   役職の異動

新役名 新職名 氏名 異動年月日

執行役員 　日本トランスオーシャン航空株式会社

　代表取締役社長

丸川　潔 2014年6月24日

 

 

EDINET提出書類

日本航空株式会社(E04272)

四半期報告書

20/33



第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

 当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

 なお、第２四半期連結会計期間（平成26年７月１日から平成26年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平

成26年４月１日から平成26年９月30日まで）は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改

正する内閣府令」（平成26年３月28日内閣府令第22号）附則第７条第２項により、第20条及び第22条第３号について

は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成しております。比較情報については、改正前の四半期連結財務

諸表規則に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

 当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間（平成26年７月１日から平

成26年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成26年４月１日から平成26年９月30日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、有限責任 あずさ監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

  （単位：百万円）

 
前連結会計年度
(平成26年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(平成26年９月30日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 368,774 384,776

受取手形及び営業未収入金 143,807 151,573

有価証券 58 －

貯蔵品 20,680 20,838

その他 72,614 76,158

貸倒引当金 △926 △901

流動資産合計 605,009 632,445

固定資産   

有形固定資産   

航空機（純額） 447,021 450,671

その他（純額） 114,256 134,500

有形固定資産合計 561,277 585,171

無形固定資産 49,703 53,843

投資その他の資産 ※１ 124,177 ※１ 128,539

固定資産合計 735,158 767,554

資産合計 1,340,168 1,400,000
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  （単位：百万円）

 
前連結会計年度
(平成26年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(平成26年９月30日)

負債の部   

流動負債   

営業未払金 148,999 156,465

短期借入金 287 42

1年内返済予定の長期借入金 8,062 8,148

リース債務 32,455 28,258

割賦未払金 196 197

引当金 332 274

その他 143,932 163,945

流動負債合計 334,265 357,333

固定負債   

長期借入金 45,084 41,738

リース債務 46,996 33,499

長期割賦未払金 1,200 1,113

退職給付に係る負債 166,643 194,237

引当金 6,352 5,985

その他 28,561 29,475

固定負債合計 294,838 306,050

負債合計 629,103 663,383

純資産の部   

株主資本   

資本金 181,352 181,352

資本剰余金 183,043 183,043

利益剰余金 332,067 352,415

自己株式 △130 △130

株主資本合計 696,332 716,680

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 6,450 12,251

繰延ヘッジ損益 6,887 4,554

為替換算調整勘定 △5,187 △5,174

退職給付に係る調整累計額 △14,193 △13,171

その他の包括利益累計額合計 △6,044 △1,539

少数株主持分 20,775 21,476

純資産合計 711,064 736,616

負債純資産合計 1,340,168 1,400,000

 

EDINET提出書類

日本航空株式会社(E04272)

四半期報告書

23/33



（２）【四半期連結損益及び包括利益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

  （単位：百万円）

 
前第２四半期連結累計期間
(自　平成25年４月１日
　至　平成25年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成26年４月１日
　至　平成26年９月30日)

営業収益 659,300 683,771

事業費 480,984 504,252

営業総利益 178,315 179,518

販売費及び一般管理費 ※１ 82,475 ※１ 86,661

営業利益 95,840 92,856

営業外収益   

受取利息及び配当金 835 793

為替差益 － 1,825

航空機材売却益 928 1,567

その他 1,514 769

営業外収益合計 3,278 4,955

営業外費用   

支払利息 1,097 884

航空機材処分損 1,728 2,766

その他 6,121 2,462

営業外費用合計 8,947 6,113

経常利益 90,171 91,698

特別利益   

受取補償金 2,355 846

その他 219 195

特別利益合計 2,575 1,041

特別損失   

減損損失 1,497 713

その他 378 195

特別損失合計 1,875 909

税金等調整前四半期純利益 90,871 91,830

法人税等 6,445 8,899

少数株主損益調整前四半期純利益 84,425 82,930

少数株主利益 2,485 2,607

四半期純利益 81,940 80,323

少数株主利益 2,485 2,607

少数株主損益調整前四半期純利益 84,425 82,930

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 3,520 5,704

繰延ヘッジ損益 △1,195 △2,331

為替換算調整勘定 901 △36

退職給付に係る調整額 － 1,052

持分法適用会社に対する持分相当額 40 123

その他の包括利益合計 3,267 4,512

四半期包括利益 87,693 87,443

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 85,015 84,828

少数株主に係る四半期包括利益 2,677 2,614
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】

  （単位：百万円）

 
前第２四半期連結累計期間
(自　平成25年４月１日
　至　平成25年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成26年４月１日
　至　平成26年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前四半期純利益 90,871 91,830

減価償却費 40,561 42,641

固定資産除売却損益及び減損損失（△は益） 3,313 2,278

退職給付引当金の増減額（△は減少） △1,103 －

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） － △2,780

受取利息及び受取配当金 △835 △793

支払利息 1,097 884

為替差損益（△は益） 324 △1,314

持分法による投資損益（△は益） 1,381 879

受取手形及び営業未収入金の増減額（△は増加） △11,917 △7,860

貯蔵品の増減額（△は増加） 382 △155

営業未払金の増減額（△は減少） 4,606 7,500

その他 15,972 13,692

小計 144,655 146,803

利息及び配当金の受取額 1,224 1,157

利息の支払額 △1,183 △941

法人税等の支払額 △6,378 △5,278

営業活動によるキャッシュ・フロー 138,319 141,741

投資活動によるキャッシュ・フロー   

定期預金の預入による支出 △247,880 △222,511

定期預金の払戻による収入 232,702 162,332

固定資産の取得による支出 △56,277 △77,256

固定資産の売却による収入 2,203 1,728

投資有価証券の取得による支出 △1,336 －

投資有価証券の売却及び償還による収入 328 118

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の売却による

収入
－ 180

貸付けによる支出 △4,159 △143

貸付金の回収による収入 1,026 859

その他 1 △619

投資活動によるキャッシュ・フロー △73,391 △135,311

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） 62 △148

長期借入れによる収入 － 248

長期借入金の返済による支出 △4,906 △4,024

リース債務の返済による支出 △18,076 △18,058

配当金の支払額 △32,234 △28,961

少数株主への配当金の支払額 △1,929 △2,046

その他 △0 －

財務活動によるキャッシュ・フロー △57,085 △52,991

現金及び現金同等物に係る換算差額 530 1,890

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 8,373 △44,671

現金及び現金同等物の期首残高 99,413 155,252

合併に伴う現金及び現金同等物の増加額 2 4

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※１ 107,789 ※１ 110,585
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【注記事項】

（連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更）

　　　　(連結の範囲の重要な変更)

　従来、連結子会社であったJALPAK INTERNATIONAL(GERMANY) GMBHは、出資持分を譲渡したことにより当第２

四半期連結会計期間において、連結の範囲から除外しております。

 

（会計方針の変更等）

(退職給付に関する会計基準等の適用)

　「退職給付に関する会計基準」（企業会計基準第26号　平成24年５月17日。以下「退職給付会計基準」とい

う。）及び「退職給付に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第25号　平成24年５月17日。以下

「退職給付適用指針」という。）を、退職給付会計基準第35項本文及び退職給付適用指針第67項本文に掲げられ

た定めについて第１四半期連結会計期間より適用しております。退職給付債務及び勤務費用の計算方法を見直

し、退職給付見込額の期間帰属方法を期間定額基準から主として給付算定式基準へ変更し、割引率の決定方法を

残存勤務期間に基づく割引率から単一の加重平均割引率へ変更しております。

　退職給付会計基準等の適用については、退職給付会計基準第37項に定める経過的な取扱いに従って、当第２四

半期連結累計期間の期首において、退職給付債務及び勤務費用の計算方法の変更に伴う影響額を利益剰余金に加

減しております。

　この結果、当第２四半期連結累計期間の期首の利益剰余金が30,965百万円減少しております。また、当第２四

半期連結累計期間の営業利益は1,150百万円、経常利益及び税金等調整前四半期純利益はそれぞれ1,151百万円増

加しております。なお、セグメント情報に与える影響は、「セグメント情報等」に記載しております。

 

(企業結合に関する会計基準等の適用)

　「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　平成25年９月13日。以下「企業結合会計基準」とい

う。）、「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号　平成25年９月13日。以下「連結会計基準」

という。）及び「事業分離等に関する会計基準」（企業会計基準第７号　平成25年９月13日。以下「事業分離等

会計基準」という。）等が平成26年４月１日以後開始する連結会計年度の期首から適用できることになったこと

に伴い、第１四半期連結会計期間からこれらの会計基準等（ただし、連結会計基準第39項に掲げられた定めを

除く。）を適用し、支配が継続している場合の子会社に対する提出会社の持分変動による差額を資本剰余金とし

て計上するとともに、取得関連費用を発生した連結会計年度の費用として計上する方法に変更しております。

　また、第１四半期連結会計期間の期首以後実施される企業結合については、暫定的な会計処理の確定による取

得原価の配分額の見直しを企業結合日の属する四半期連結会計期間の四半期連結財務諸表に反映させる方法に変

更しております。企業結合会計基準等の適用については、企業結合会計基準第58－２項(4)、連結会計基準第44

－５項(4)及び事業分離等会計基準第57－４項(4)に定める経過的な取扱いに従っており、第１四半期連結会計期

間の期首時点から将来にわたって適用しております。

　なお、これによる当第２四半期連結累計期間の税金等調整前四半期純利益、当第２四半期連結会計期間末の資

本剰余金に与える影響は軽微であります。

 

（追加情報）

       該当事項はありません。

 

（四半期連結貸借対照表関係）

 ※１ 資産の金額から直接控除している貸倒引当金の額

 
前連結会計年度

（平成26年３月31日）
当第２四半期連結会計期間
（平成26年９月30日）

投資その他の資産 371百万円 352百万円

 

２ 偶発債務

保証債務の内訳は、次のとおりであります。

（銀行借入金に対する保証）

 
前連結会計年度

（平成26年３月31日）
当第２四半期連結会計期間
（平成26年９月30日）

従業員ローン 281百万円 256百万円
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（四半期連結損益及び包括利益計算書関係）

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な科目及び金額は次のとおりであります。

 
　前第２四半期連結累計期間
（自 平成25年４月１日
　　至 平成25年９月30日）

　当第２四半期連結累計期間
（自 平成26年４月１日
　　至 平成26年９月30日）

人件費 29,207百万円 30,412百万円

退職給付費用 2,270 2,035

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※１ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲載されている科目の金額との関係は

     下記のとおりであります。

 
前第２四半期連結累計期間
（自 平成25年４月１日
至 平成25年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自 平成26年４月１日
至 平成26年９月30日）

 現金及び預金勘定

 預入期間が３ヶ月を超える定期預金

371,838百万円

△264,049

384,776百万円

△274,191

 現金及び現金同等物 107,789 110,585

 

（株主資本等関係）

Ⅰ 前第２四半期連結累計期間 （自 平成25年４月１日 至 平成25年９月30日）

１．配当に関する事項

配当金支払額

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額

(百万円)

1株当たり

配当額(円)
基準日 効力発生日

平成25年６月19日

定時株主総会
普通株式 利益剰余金 32,385 190 平成25年３月31日 平成25年６月20日

（注）配当金の総額には、持分法適用会社が所有する普通株式の自己株式に係る配当金6百万円が含まれております。

 

２．株主資本の金額の著しい変動

該当事項はありません。

 

Ⅱ 当第２四半期連結累計期間 （自 平成26年４月１日 至 平成26年９月30日）

１．配当に関する事項

配当金支払額

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額

(百万円)

1株当たり

配当額(円)
基準日 効力発生日

平成26年６月18日

定時株主総会
普通株式 利益剰余金 29,016 160 平成26年３月31日 平成26年６月19日

（注）配当金の総額には、持分法適用会社が所有する普通株式の自己株式に係る配当金5百万円が含まれております。

 

　 ２．株主資本の金額の著しい変動

　当第２四半期連結累計期間の期首より、退職給付債務及び勤務費用の計算方法を変更したことに伴い、期首の

利益剰余金が30,965百万円減少しております。詳細は、「（会計方針の変更等）」に記載しております。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ 前第２四半期連結累計期間（自 平成25年４月１日 至 平成25年９月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

    （単位：百万円）

 
報告

セグメント その他
（注）１

計
調整額
（注）２

四半期
連結損益及び
包括利益計算書
計上額
（注）３

 
航空運送
事業

売上高      

① 外部顧客への売上高 526,210 133,089 659,300 － 659,300

② セグメント間の内部売上

高又は振替高
62,845 16,237 79,083 △79,083 －

計 589,056 149,327 738,383 △79,083 659,300

セグメント利益 86,150 9,949 96,100 △259 95,840

         （注）１.「その他」の区分は、報告セグメントに含まれないセグメントであり、旅行企画販売事業等を含ん

でおります。

               ２．セグメント利益の調整額は、セグメント間取引消去であります。

               ３．セグメント利益は、四半期連結損益及び包括利益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

Ⅱ 当第２四半期連結累計期間（自 平成26年４月１日 至 平成26年９月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

    （単位：百万円）

 
報告

セグメント その他
（注）１

計
調整額
（注）２

四半期
連結損益及び
包括利益計算書
計上額
（注）３

 
航空運送
事業

売上高      

① 外部顧客への売上高 546,717 137,054 683,771 － 683,771

② セグメント間の内部売上

高又は振替高
62,627 16,549 79,176 △79,176 －

計 609,344 153,603 762,948 △79,176 683,771

セグメント利益 82,625 11,141 93,766 △909 92,856

         （注）１.「その他」の区分は、報告セグメントに含まれないセグメントであり、旅行企画販売事業等を含ん

でおります。

               ２．セグメント利益の調整額は、セグメント間取引消去であります。

               ３．セグメント利益は、四半期連結損益及び包括利益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

２. 報告セグメントの変更等に関する情報

(退職給付に関する会計基準等の適用）

「（会計方針の変更等）」に記載のとおり、退職給付債務及び勤務費用の計算方法を見直し、退職給付

見込額の期間帰属方法を期間定額基準から主として給付算定式基準へ変更し、割引率の決定方法を残存

勤務期間に基づく割引率から単一の加重平均割引率へ変更しております。この結果、従来の方法に比

べ、航空運送事業の当第２四半期連結累計期間におけるセグメント利益が1,151百万円増加しておりま

す。
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（金融商品関係）

       当第２四半期連結会計期間末（平成26年９月30日）

         前連結会計年度の末日と比較して著しい変動はありません。

 

（有価証券関係）

       当第２四半期連結会計期間末（平成26年９月30日）

         前連結会計年度の末日と比較して著しい変動はありません。

 

（デリバティブ取引関係）

       当第２四半期連結会計期間末（平成26年９月30日）

         ヘッジ会計が適用されていないデリバティブ取引については、前連結会計年度の末日と比較して著しい

       変動はありません。

 

（１株当たり情報）

   １株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第２四半期連結累計期間
（自 平成25年４月１日
至 平成25年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自 平成26年４月１日
至 平成26年９月30日）

１株当たり四半期純利益金額 225.95円 221.50円

（算定上の基礎）   

四半期純利益金額（百万円） 81,940 80,323

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る四半期純利益金額（百万円） 81,940 80,323

普通株式の期中平均株式数（千株） 362,640 362,636

  （注）１．提出会社は、平成26年10月１日付で普通株式１株につき２株の割合をもって株式分割を行っており

　　　　　　 ます。

            前連結会計年度の期首に当該株式分割が行われたと仮定し、１株当たり四半期純利益金額を算定して

            おります。

        ２．潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しており

            ません。

 

（重要な後発事象）

　　株式の分割及び発行可能株式総数に関わる定款変更

　　　　提出会社は、平成26年１月31日及び４月30日開催の取締役会における決議に基づき、普通株式の株式分割を実

施いたしました。上述株式分割につきましては、平成26年６月18日開催の第65期定時株主総会で承認可決されま

した発行可能株式総数に関わる定款変更と一体として、平成26年10月１日に効力が生じております。

 

　　　１. 株式の分割及び発行可能株式総数に関わる定款変更の目的

　　　　提出会社は、東京証券取引所市場第一部上場企業の投資単位として一般的な価格帯を参考とし、投資単位当た

りの金額を引き下げることにより、個人投資家をはじめとする幅広い投資家が、提出会社の株式により一層投資

しやすい環境を整えることで、流動性の向上と投資家層の更なる拡大を図ることを目的として、普通株式１株に

つき２株の割合をもって株式分割を行いました。

　　　　また、上記株式分割に伴い、発行済株式総数が定款に基づく普通株式の発行可能種類株式総数である３億5,000

万株を超過することとなるため、発行可能株式総数に関わる定款変更を行いました。

 

　　　２. 株式の分割

　　　（１）分割の方法

　　　　　平成26年９月30日の最終の株主の所有普通株式１株につき、２株の割合をもって分割いたしました。なお、

提出会社が航空法の規定に従い、名義書換を拒否した株式（外国人等持株調整株式）についても、同様に株式

分割の対象といたしました。
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　　　（２）分割により増加した株式数

①　株式の分割前の発行済株式総数　　　　181,352,000株

②　株式の分割により増加した株式数　　　181,352,000株

③　株式の分割後の発行済株式総数　　　　362,704,000株

④　株式の分割後の発行可能株式総数　　　750,000,000株

 

　　　３. 分割の日程

（１）基準日公告日　　　　　平成26年９月12日

（２）基準日　　　　　　　　平成26年９月30日

（３）効力発生日　　　　　　平成26年10月１日

 

　　　４. １株当たり情報に及ぼす影響

　　　　１株当たり情報に及ぼす影響につきましては、「（１株当たり情報）」に記載しております。

 

　　　５. 発行可能株式総数に関わる定款変更の内容

　　　（１）変更の内容

（下線部は変更部分を示します。)

　　　　　　　　　　 変　更　前 　　　　　　　　　　 変　更　後

（発行可能株式総数）

　第６条

　　当会社の発行可能株式総数は、４億株とし、

　各種類の株式の発行可能種類株式総数は、次のとおりと

　する。

　　普通株式　　　　　　３億5000万株

　　第１種優先株式　　　　　1250万株

　　第２種優先株式　　　　　1250万株

　　第３種優先株式　　　　　1250万株

　　第４種優先株式　　　　　1250万株

（発行可能株式総数）

　第６条

　　当会社の発行可能株式総数は、７億5000万株とし、

　各種類の株式の発行可能種類株式総数は、次のとおりと

　する。

　　普通株式　　　　　　　　　７億株

　　第１種優先株式　　　　　1250万株

　　第２種優先株式　　　　　1250万株

　　第３種優先株式　　　　　1250万株

　　第４種優先株式　　　　　1250万株

 

　　　（２）変更の日程

　　　　　効力発生日　　　平成26年10月１日
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２【その他】

 該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
 該当事項はありません。

EDINET提出書類

日本航空株式会社(E04272)

四半期報告書

32/33



 
 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

平成26年11月４日

日本航空株式会社

取締役会 御中

 

有限責任 あずさ監査法人

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 栁澤 秀樹 印

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 金塚 厚樹 印

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 比留間 郁夫 印

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている日本航空株式会

社の平成26年４月１日から平成27年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（平成26年７月１日から平成

26年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成26年４月１日から平成26年９月30日まで）に係る四半期連結財務

諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益及び包括利益計算書、四半期連結キャッシュ・フロー計算書及

び注記について四半期レビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表

を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対す

る結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠

して四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、日本航空株式会社及び連結子会社の平成26年９月30日現在の財政状

態並びに同日をもって終了する第２四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していな

いと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

 

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以 上

 

（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

     ２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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